
令和５年度 小田原市外国語指導助手派遣業務に係るプロポーザル 実施要領 

 

１ 目的 

令和５年度小田原市外国語指導助手派遣業務を実施するに当たり、本市における外国語教育と国際

理解教育のさらなる充実を図るため、公募型プロポーザル方式により、高い専門的知識、豊富な業務

実績等を有する優れた受託者を選定しようとするものである。 

 

２ 業務概要 

  (１)件名   令和５年度小田原市外国語指導助手派遣業務 

  (２)業務目的 

本業務は、国際理解教育と外国語教育を推進するため、市立幼稚園、小中学校に外国語指導助手（以下

「ＡＬＴ」という。）を配置し、生きた英語を活用し、海外の文化を体感する学習活動を通して、児童生徒

の英語のコミュニケーション能力を育成することを目的とするもので、労働者派遣事業の適正な運営の確

保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和 60年法律第 88号）（以下「労働者派遣法」という。）に基

づく労働者派遣事業として実施する。 

  (３)業務内容 

受注者の実施する業務 

    ①幼稚園・小学校・中学校へのＡＬＴ派遣業務 

    ②上記の業務を円滑に履行するために必要な次の業務 

・総責任者、担当者の選任 

・教育委員会、学校及びＡＬＴの連絡調整 

・教育委員会及び学校への年２回以上の定期的な巡回訪問 

・教育委員会及び学校の要望に応じた臨時訪問 

・ＡＬＴの業務遂行状況の把握及び評価 

・ＡＬＴに対する学習指導要領に基づくカリキュラム及び指導法に係る研修、その他業務遂行に必要と

なる研修の実施 

・教員に対するＡＬＴの活用等に係る研修の実施 

・ＡＬＴに係る学校からの要望や苦情等への対応 

・ＡＬＴの勤務管理及び欠勤・遅刻等がある場合の教育委員会及び学校への事前報告と代行の手配 

・ＡＬＴが学校の指揮命令に忠実に従い、学校の規律及び施設管理上の規則等を遵守するための適切な

措置 

・ＡＬＴが使用する教材及び授業プランの提供並びに指導方法への助言 

・報告書等の提出 

・労働者派遣法により受注者に義務付けられている諸手続き 

ＡＬＴ（派遣労働者）の実施する業務 

・小学校の外国語、外国語活動の授業における教員とのティーム・ティーチングの実施 

・中学校の外国語の授業における教員とのティーム・ティーチングの実施 

・幼稚園における幼児期にふさわしい国際理解教育の実施 

・教員等との指導内容、方法等についての事前打ち合わせ 

・学習指導要領に基づく年間指導計画、学習指導案等の作成及び提供 

・英語学習の教材作成及び児童生徒の評価の補助 

・海外とのオンライン交流の実施 

・外国語、外国語活動、英語の授業以外の時間及び学校内外の行事における指導の補助 

・発注者の主催する研修会への協力 

・英語発表会参加者や英語の外部試験受験者に対する指導の補助 

・昼食時間、休み時間、部活動等における児童生徒との交流活動 

・教員等に対する教授手法、翻訳、通訳等の支援 

・その他、発注者と受注者との協議により決定した業務 



  (４)業務期間  令和５年（2023年）４月１日から令和６年（2024年）３月31日まで 

         （教育の継続性から、令和５年度中の業務内容等の評価に基づき、令和５年（2023年）４月

１日から３ヵ年以内に限り契約を更新する場合がある。） 

（５）上限額  37,509,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

（令和６年度以降において、当該契約にかかる小田原市の歳出予算に変更があった場合、契

約内容を見直す場合がある。） 

 

３ 実施形式 

  公募型プロポーザル 

 

４ 参加資格要件 

 次の要件を満たす法人その他の団体（以下、「法人等」という。）であって既存のものであること。なお、要

件の基準日は書類提出日とする。ただし、書類提出後であっても備えるべき要件を欠く事態が生じた場合には

失格とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しないこと。 

（２）小田原市契約規則（昭和 39年規則第22号）第５条の規定に該当する者であること。 

（３）市若しくは他の地方公共団体又は国から指名停止処分を受けていないこと。 

（４）国税及び地方税を滞納していないこと。 

（５）令和２年度から令和４年度の間において、地方公共団体における外国語指導助手の派遣実績を２件以上

有すること。 

（６）小田原市競争入札参加資格者名簿（労働者派遣業務）に登録されている者であること。なお、登録され

ていない場合は、参加申込書の提出期限までに「かながわ電子入札共同システム／資格申請システム」

において申請を行うこと。（当該業務に係る営業種目において、優先交渉権者を選定する期日までに登

録が完了すること。） 

 

５ 参加申込 

（１）提出資料 

書 類 備考 

（様式１）誓約書 ・代表者印を押印すること。 

（様式２）参加申込書 ・代表者印を押印すること。 

（様式３）業務実績確認書 

・公募開始日時点の内容を記入する。 

・複数の実績がある場合には、発注者１件ごとに１枚に記載し、３件

まで提出できるものとする（本業務と同規模以上、かつ、同一の相

手方でない契約の実績があることが望ましい。）。 

・業務実績に記入した業務について、契約書（鑑）の写しを添付する

こと。 

（様式４）会社概要 

・欄内に示しきれない場合は、別紙での提出も認める。 

・次の書類（又はその写し）を添付すること。 

①前年度の法人事業税の納税証明書（写し可） 

※都道府県で発行されたもので、最新の事業年度の記載内容である

もの。ただし、納税証明書に記載されている未納額が０であるも

のに限る。 

②前年度の法人税並びに消費税及び地方消費税の記載がある納税証

明書（その１）（写し可） 

※税務署で発行されたもので、最新の事業年度の記載内容であるも



のに限る。 

③市税完納証明書（写し可） 

④直近３年度分の貸借対照表（写し可） 

⑤直近３年度分の損益計算書（写し可） 

⑥直近３年度分の株主資本等変動計算書（写し可） 

⑦直近３年度分のキャッシュ・フロー計算書（写し可） 
 
・応募者が、かながわ電子入札共同システムに未登録の場合は、以下

の書類も添付すること。（各 1部） 

①定款及びその他の規約（写し） 

②履歴事項全部証明書（登記簿謄本） 

※３か月以内に発行されたもの 

③営業証明書 

※３か月以内に発行されたもの 

④印鑑証明書（写し可） 

（様式５） 

業務実施体制 

（配置従事者）調書 

・本業務を担当する従事者３名以内を記入する。 

・当該配置従事者は、死亡、傷病、退職等の極めて特別な理由が生じ

た場合を除き、原則、変更は認めない。 

・業務実績は、過去 10年間において（平成 25年度から令和４年度ま

で）において、該当の従事者が携わった、地方公共団体における外

国語指導助手の派遣業務実績を記入する。 

・業務実績の立場は、当該業務での役割を記入する。 
 

（２）提出期限 

令和４年（2022年）10月 11日（火）午後５時までに直接持参又は郵送（書留郵便等確実な方法に限

る。）により提出すること。持参の場合は、土日祝日を除き、各日午前９時から午後５時までの時間と

する。また、郵送の場合は提出期間中必着とする。 

（３）提出先  小田原市教育委員会教育指導課外国語教育担当 

         住所：〒250-8555 神奈川県小田原市荻窪 300番地 

         電話：0465－33－1684 

（４）参加資格要件の確認結果 

令和４年（2022年）10月 18日（火）までに「参加資格審査結果通知書」（様式６）により、電子メー

ルで通知する。また、資格を有すると認められなかった理由の説明を求めることができる期間は、10月

18日（火）から25日（火）までとする。 

 

６ 質疑・回答 

本案件の業務内容等に関して不明な点がある場合は、質問書（様式７）を次のとおり提出すること。 

（１）提出期限 

令和４年９月26日（月）午後５時までに郵送（書留郵便等確実な方法に限る。）又は電子メールによ

り提出すること。また、郵送の場合は提出期間中必着とし、電子メールを送信した際は、市担当者にそ

の旨を電話連絡すること。 

（２）提出先  小田原市教育委員会教育指導課外国語教育担当 

          住所：〒250-8555 神奈川県小田原市荻窪 300番地 

          電話：0465－33－1684 

          E-mail：kyo-shido@city.odawara.kanagawa.jp 

 

 



（３）回答 

受け付けた質問及び質問に対する回答は、令和４年 10月３日（月）に出された質問事項全てを取りま

とめて小田原市のホームページに掲載する（回答には会社名は表示しない。）。ただし、質問の内容によ

って本プロポーザルによる候補者選定に公平性を保てない場合には、回答しないことがある。 

 

７ 企画提案書等 

 本プロポーザルに参加する事業者は次のとおり企画提案書等を提出すること。 

（１）提出資料 

書 類 部 数 

（任意様式）企画提案書 

・次の①から④について具体的な提案を行うこと。 

①ＡＬＴの採用体制、研修体制 

②管理体制（労務管理、危機管理、相談・連絡） 

③教材等の研究開発、効果的な指導法の提案 

④ＡＬＴの活用、サービスの提供、社会・地域貢献 

・これ以外にも、本業務の目的を達成する上で有効な提案があれば

記載すること。 

１部（社名、押印あり） 

12部（社名、押印なし） 

（様式８）費用見積書 
 

（２）企画提案書作成要領 

   ア 用紙は、Ａ４判両面使用・縦型・横書・左綴じ（Ａ３判は折込）とすること。 

   イ ページ番号は表紙を除き通し番号とし、各ページの下部中央に印字すること。 

   ウ 企画提案書は、専門的な知識を有しない者でも理解できるよう、分かりやすい内容とすること。また、

専門用語を使用するときは、注釈を付すこと。 

   エ 使用言語は日本語、通貨は日本国通貨とすること。 

   オ 企画提案書には、提出部数 13部のうち１部を除き、法人名、ロゴマーク等、応募者が特定される表示

は一切しないこと。 

（３）提出の期限 

令和４年（2022年）11月２日（水）午後５時までに直接持参又は郵送（書留郵便等確実な方法に限る。）

により提出すること。持参の場合は、土日祝日を除き、各日午前９時から午後５時までの時間とする。

また、郵送の場合は提出期間中必着とする。 

（４）提出先 

     参加申込提出先に同じ。 

 

８ 審査の方法 

（１）審査委員会 

「令和５年度 小田原市外国語指導助手派遣業務に係るプロポーザル審査委員会」（以下「委員会」と

いう。）の委員が、提出された企画提案書及びプレゼンテーション審査会での内容を基に審査する。 

（２）プレゼンテーション審査会 

ア 日時   令和４年（2022年）11月９日（水） ※時間は別途通知する。 

イ 場所   生涯学習センターけやき 第２会議室 

ウ 実施方法 



・プレゼンテーションは、パワーポイント等を用いて、20分以内で説明するものとし、質疑応答は15分

程度とする。なお、プレゼンテーションで使用する資料は、提出資料（企画提案書等）に記載した内

容に基づくものとし、新たな内容の資料提示は認めない。 

・参加事業者によるプレゼンテーションの後、質疑応答を行う。 

・プレゼンテーション及び質疑応答は、非公開で行う。 

・プレゼンテーション及び質疑応答においては、「Ａ社」「Ｂ社」等、参加事業者名を伏せて行う。 

・プロジェクター及びスクリーンは事務局で用意するが、パソコン及びケーブル等は持参すること。 

・プレゼンテーションの時間はタイムキーパーが計測し、終了５分前には、進行役からその旨を告知す

る。 

（３）評価方法 

   ア 優先交渉権者の選定は、企画提案書等評価及び価格点により行う。 

   イ 企画提案書等評価は、委員会が提出資料及び企画提案書並びにプレゼンテーション及びヒアリングに

より行う。 

   ウ 価格点は、費用見積書により算出する。 

   エ 企画提案書等評価及び価格点に配分する得点は次のとおりとする。 

評価項目 評価配点 ウェイト 備考 

企画提案書等評価 ６８０点 ８０％ ８５点×８人 

価格点 １７０点 ２０％  

総合計 ８５０点 １００％  

※評価項目及び配点の詳細は、別紙評価基準表のとおり 

（４）優先交渉権者の選定 

ア 各評価点数を合計し、最高得点者を優先交渉権者とし、最高得点者の次の高得点者を次点交渉権者

として選定する。最高得点者又は次点交渉権者が複数の場合は、委員会の総合的な審査により優先

交渉権者及び次点交渉権者を選定する。 

イ 委員会の委員の半数以上から、評価項目のいずれか同一の項目において０点と評価された者は、失

格とする。 

ウ 総合評価点が満点の 60％に満たない者は、失格とする。 

（５）審査結果通知 

審査の結果は、令和４年（2022年）11月15日（火）までに「プロポーザル審査結果通知書」（様式９）

により、郵送で通知する。優先交渉権者として選定されなかった参加事業者が理由の説明を求めること

ができる期間は、11月15日（火）から 22日（火）までとする。 

（６）審査結果の公表 

令和４年（2022年）11月 18日（金）に優先交渉権者名、次点交渉権者名を、市ホームページ上で公

表する。 

 

９ 契約の締結 

（１）契約締結の手続き 

優先交渉権者から示された提案書及び費用見積書の内容・金額を派遣業務内容の基本とし、業務仕様

及び契約の詳細を協議の上、受託事業者として決定し派遣業務契約を締結するものとする。なお、協議

が合意に至らなかった場合は、次点交渉権者と協議に入るものとする。 

 

 



（２）契約保証金 

小田原市契約規則による。 

 

10 スケジュール 

プロポーザル方式の実施の公表 令和４年９月７日（水） 

質疑書の提出期限 令和４年９月 26日（月） 午後５時まで 

質疑書に対する回答期限 令和４年 10月３日（月） 

参加申込等の受付期限 令和４年 10月11日（火） 午後５時まで 

参加資格の審査・審査結果の通知 令和４年 10月18日（火） 

参加資格審査結果問い合わせ期間 令和４年 10月18日（火）～25日（火） 

企画提案書等の提出期限 令和４年 11月２日（水） 午後５時まで 

プレゼンテーション審査会 令和４年 11月９日（水） 

プロポーザル審査結果の通知 令和４年 11月15日（火） 

プロポーザル審査結果問い合わせ期間 令和４年 11月15日（火）～22日（火） 

評価及び選定結果等の公表 令和４年 11月18日（金）～ 

契約の締結 令和４年 11月下旬 

 

11 失格 

  次の項目に一つでも該当するときは、失格とする。 

（１）参加資格要件を満たしていないとき。 

（２）一つの事業者が複数参加申込みをしたとき。 

（３）実施要領に示した内容に適合しないとき。 

（４）所定の日時及び場所においてプレゼンテーションを行わないとき。 

（５）提出書類やプレゼンテーション又はヒアリングの内容に虚偽の記載又は発言があったとき。 

（６）見積金額が上限を超えているとき。 

（７）本プロポーザルに参加する者又はその関係者が、委員会の委員に対する事前説明、事前連絡など公正

な審査を妨げる行為をしたとき。 

（８）その他、本件プロポーザルに関する条件に違反したとき。 

 

12 その他 

（１）採用になった提案について、協議の上、内容及び金額を一部変更する場合がある。 

（２）本プロポーザルの参加に係る一切の費用は、すべて参加事業者の負担とする。 

（３）提出されたすべての資料の所有権は小田原市に帰属し、提出書類は採否のいかんに関わらず返却しな

い。 

（４）市は、提出された書類について、小田原市情報公開条例の規定による請求に基づき第三者に開示する

ことがある。 

（５）優先交渉権者選定に関する審査評価内容及び経過等については公表しない。 

（６）提出後の参加申込書及び企画提案書等の修正又は変更は、認めないものとする。 

（７）参加表明後に参加を辞退する場合は、その旨を明記した文書（任意様式）を提出すること。 

（８）電子メール等の通信事故について、小田原市は一切の責任を負わないものとする。 

 



13 応募及び手続きの問い合わせ先 

小田原市教育委員会 教育部 教育指導課 外国語教育担当 山田・廣瀬 

          住所：  〒250-8555 神奈川県小田原市荻窪 300番地 

          電話：  0465－33－1684  ＦＡＸ：0465－32－7855 

          E-mail： kyo-shido@city.odawara.kanagawa.jp 


